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　共済とは、わたしたちの生活を脅かすさまざまな危険（生命の危険や住宅災害、交通事故など）に
対し、組合員どうしで助け合う相互扶助を具現化した保障事業です。組合員があらかじめ一定の掛金
を拠出して、協同の財産を準備し、死亡や災害など不測の事故が生じた場合に、組合員や遺族に生
じる経済的な損失を補い、生活上の安定を図るため、そこから共済金を支払います。つまり、組合員
の誰かが困ったときに、ほかの組合員全体が助ける仕組みです。

万が一を助け合う共済の協同組合
（農協、生協、漁協、中小企業組合など）

中小企業の協同組合
（事業協同組合、企業組合など）

　経営資源の限られた中小企業は個々の企業努力だけでは、経営の近代化・合理化など、さまざま
な課題を解決することは困難です。そこで、中小企業組合制度の活用によって企業同士が連携し、そ
れぞれが保有するノウハウや経営資源を補完し合い、共同購入、共同受注、共同生産、共同販売、販
路開拓、新技術の開発、人材育成、福利厚生等、さまざまな取り組みを通じて経営基盤の強化を図っ
ています。代表的な中小企業組合としては、中小企業を組合員とする事業協同組合、個人を組合員と
する企業組合などがあります。

協同組織金融機関
（信用組合、信用金庫、労働金庫、農協、漁協）

　協同組織金融機関とは、出資者でもある組合員（会員）が預貯金しあい、集まったお金を必要な
時に適切な審査のもとに組合員（会員）に融資する協同組合組織の金融機関です。地域に根ざし、
地場の農業者、漁業者、勤労者、中小企業等の経営安定や改善、住民の暮らしの向上など、さまざ
まな問題解決や価値創造をお手伝いし、地域経済の発展に貢献します。
　信用組合、信用金庫は、中小企業・小規模事業者等や地域・業域・職域の個人がサービスを利用
します。労働金庫は労働組合や生協が母体となり、その組合員が金融サービスを利用しています。
農協、漁協は組合員である農業者や漁業者が金融サービスを利用しています。
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　第一次産業（農業・林業・漁業）に携わる地域の組合員のニーズに対応し、経営・技術指
導、低コスト資材の供給、共同販売、事業資金や生活資金の貸付け等により組合員の農
林水産業経営と生活を守ることを通じ、消費者への安全で新鮮な農林水産物の生産・販
売と、農地、山林、海など美しい国土の保全に寄与しています。農・林・漁業別に協同組合
が組織されています。

第1次産業生産者の協同組合
（農協、漁協、森林組合）

消費者の協同組合（生協）
　地域や職域の消費者が組合員となり、よりよい暮らしの実現をめざし、店舗事業や宅配
事業を通じて、安全・安心な商品（消費財）を共同購入しています。組合員の「こんな商品
があったら」という願いを具現化させたオリジナルのコープ商品や、生産者と組合員をつ
ないだ産直品などは、協同組合の特徴的な商品です。そのほか、組合員同士の助け合い
や子育て支援などの組合員活動を通じ、安心して暮らせる地域づくりを推進しています。

医療・福祉の協同組合 
 （農協厚生事業、医療福祉生協）

　病院・診療所、介護老人保健施設、訪問看護ステーション等の幅広い事業を展開してい
ます。地域に密着した医療・福祉サービスの提供を通じ、安心して暮らし続けられる地域づ
くりに取り組んでいます。

協同労働で
仕事をおこす協同組合
（労働者協同組合）

　労働者協同組合は2022年に制度化されました。人々が自ら出資して起業し、自ら労働者
として共に働き、民主的に経営する「協同労働の協同組合」です。事業分野は、子育て支
援、介護・福祉、生活困窮者支援、ビルメンテナンス、ITエンジニア、デザイン、物流、造園、
キャンプ場運営、食品加工などバラエティーに富んでいます。起業を通じて地域に働く場を
創り、社会の課題解決やニーズに応え、持続可能で活力ある地域社会づくりに貢献します。


